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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

・生徒数は、令和5年度で22,374人と、10年前の平成25年度と比較すると、約2千人減となって

おり、生徒数の減少が続いている。市の人口推計から推測すると、今後も生徒数の減少が続き、改

革推進期間最終年である令和7年度には、2万2千人を下回る見込みとなっている。

・生徒数の減少は、市内共通であるが、都心部での減少は微減にとどまっている一方で、地域部では、

減少幅が大きく、市内間格差が大きくなっている。

・運動部活動数は、今年度543部活動であるが、多くの部活動で年々部員数が減少しており、3年

生引退後の部活動の規模を見てみると、10人以下の部活動が112部であり、さらに廃部となる部

活動が急激に増えてきている。（R4年度までは廃部は年1~2であったが、5年度は8、6年度も6程

度が予定されている。）

・生徒の運動部活動への参加率は、ここ数年、60%程度で推移していたが、今年度は59.7％と初

めて60%を下回っており、参加率の減少が始まっている。

・運動部活動の学校別の設置状況については、最大で12、最小で２と、学校間格差が激しい。

・顧問教員については、対象教員数1,446人のうち1,340人が何らかの顧問（正・副顧問）を担っ

ている。一方で、顧問の専門性は、平均53.2%（野球78.2％、卓球25.6％）となっている。

・顧問を担うことについて、「引き受けたくない」「どちらかというと引き受けたくない」と回答した職員は6

割であり、さらに負担感については、43.7%の顧問が負担感を「感じている」「とても感じている」と答え

ており、コロナ禍後から上昇傾向となっている。

人口 978,829人 部活動数 543部活（運動系のみ）

公立中学校数 55校
市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

設置済

公立中学校生徒数 22,374人
市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

策定済
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

年間の事業スケジュール

4月 保健体育課に「部活動地域移行担当課長」を配置し、教育委員会が主体となって地域移行を実施

5月 庁内の関係部署を構成員とする「部活動地域移行検討委員会」により、地域移行の方向性について検討を実施。

6月 実証事業対象部活動参加募集（13校/54校 21部活動の応募→最終的に18校26部活動での実証事業を実施）

8月 スポーツ・文化芸術関係団体、教職員、PTAの関係者を構成員とする「部活動地域移行推進協議会」を開催

8月 実証事業を、３拠点×４グループとして、調達開始（うち、１グループは市スポーツ協会との一者随契）

9月 実証事業参加生徒・保護者等を対象とした事前アンケートを実施

10月 地域指導者の指導による地域クラブ活動を開始（～2月下旬）

12月 第2回の部活動地域移行推進協議会を開催。アンケートの実施に向けて内容などについて検討

兼職兼業の手続きを改正（教職員を含む市職員すべてを対象。兼職兼業での地域指導者従事の手続きを整理）

1・2月 中学校への理解を深めるため、全中学校長を対象とした地域移行に関する研修会を実施。

2・3月 令和6年度実証事業対象部活動参加募集（43校/54校 131部活動の応募）

実証事業の効果測定のため、参加生徒等への事後アンケートを実施

中学生（1・2年生）・小学生（４・５・６年生）及びその保護者と教職員等を対象とした地域移行に関するアンケートを実施

▼運営体制図（市区町村における推進体制図）
▼行政組織内での役割分担

⚫ 教育委員会（保健体育課）

地域移行に関する全体的な計画立案・進行管理、推進協議会の運

営、受託事業の実施等

大学や企業などと連携した地域指導者の掘起し

今後の部活動の在り方について検討

⚫ 首長部局（スポーツ振興課）

地域スポーツ団体などと連携し、地域指導者の掘起しや受入れ団体の

確保・拡充
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の運営実績

拠点校数 １８校 地域クラブ活動に取り組んだ種目
野球、サッカー、女子バスケットボール、女子バレーボール、男子バドミントン、女子バドミントン、
男子卓球、女子卓球、剣道、柔道

地域クラブ活動に取り
組んだ部活動数

２６部活動

拠点校名 誉田中学校（おゆみ野南中学校）

地域クラブ活動に移行
した部活動数

２部活動

地域クラブ活動で実施
した種目

柔道部

運営主体名 公益財団法人千葉市スポーツ協会

運営類型 地域スポーツ団体等運営型（体育・スポーツ協
会型）

１か月あたりの平均的な
活動回数

柔道：月４回程度

指導者の主な属性 地域で活動している柔道道場の運営者
兼職兼業教員

活動場所 誉田中学校武道場

主な移動手段 徒歩・自転車

１人あたりの参加会費等
（年額）

０円

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年

指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

主な取組例
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

・本市の中学校や部活動の実態に精通し、取組みに応じた指導や助言を得るべく、元中学校長で元市小中体連会長、さらに市のスポーツ振興

部門経験者を統括コーディネーターとして雇用し、指導助言体制を整備した。

・地域移行により、市全域で統一的な地域クラブのサービスを提供する体制を構築する必要があるとの認識のもと、実証事業の運営団体を複数

確保し、多様な事業者が参入し、それぞれの実施方法での課題を洗い出し、本市にふさわしい地域クラブの在り方を検討した。

取組事項

・統括コーディネーターの助言により、校長会や教頭会での地域移行に関する研修の実施（2回）、小中学校体育連盟・専門部への説明

（２回）を実施し、さらに市スポーツ協会加盟団体への説明（全体2回、競技団体個別8回）など、適切なタイミングで適切な対象者への

説明や対話を行うことができた。また、統括コーディネーターと多くの競技団体代表者と個人的なつながりがあることで、気軽に連絡が取れ、相

談できる体制となった。

・運営団体の選定では、公募ではそれぞれ事業形態が異なる民間事業者３社が、随意契約で千葉市スポーツ振興財団の合計４者を運営

団体とした。（民間事業者は、全国的に地域移行事業に取り組む事業者、スポーツクラブを運営する事業者、県内他市における地域移行

の先進事例に参画している事業者と、それぞれ事業形態・取組み姿勢が異なる事業者であった。市スポーツ協会は、市内における競技団体

の統括団体の性格を持つ事業者）

・事業者ごとの指導者採用の特徴（求人サイトが中心、地元競技団体との連携、スポーツ事業者との連携）などがあり、それぞれ人材確保

のメリットデメリットが見えるようになった。（求人サイトは人材の確保が容易であるが離職率が相対的に高い、地元競技団体との連携では

定着率が高いものの人材確保に時間がかかるなど）

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・統括コーディネーターは、アドバイザーとしてではなく、メンバーとして、常に一緒に行動し、検

討をする立場で従事してもらったことで、より本市の実態に即した具体的なアドバイスを得るこ

とができた。

・複数の事業者が受託事業者となるように、発注単位を３拠点・３案件で入札を実施する

とともに、質の確保とともに提案内容を比較するためにプロポーザル方式の採用、特定の事

業者が独占しないように、2案件以上の落札はできない仕組みとした。これにより、民間３社

が参入できた。

特に
工夫した
事項
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・継続的な統括コーディネーター人材の確保

地域指導者の掘起しを今後拡充・継続していくためには、地域スポーツや教職員、中学校部活動など多岐にわたる分野の実情に精通してい

る必要がある。現在は、一人の統括コーディネーターが担っているが、属人的となっているため、全市展開を見据えた場合マンパワー不足の懸念

や後任人材の確保などが課題となっている。

そのため、統括コーディネーターの複数名体制、統括コーディネーターの負荷を減らすシステマチックな仕組みづくり、または外部委託なども含めて、

本市に最も適したコーディネーターの在り方を検討していく必要がある。

・継続性を持つ運営体制の構築

市全域で地域クラブを運営する体制が年度毎に変更となることは、指導者の入れ替わりによる生徒や保護者、学校側の混乱が生じることから、

可能な限り長期間、同一の事業体であることが望ましい。契約方法や受託事業者の確保などについて検討・調整を行う。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

①指導者の量の確保として、

・市内に10以上の大学・専門学校があることを活かし、学生を地域指導者として掘り起こすこととした。大学・専門学校側のニーズ（学生・生徒

の実習的な場や地域貢献の場として活用）と、自治体側のニーズ（学生の指導者としての活動）のマッチングに取り組んだ。

・地域のスポーツ愛好者等を地域指導者として掘起しすべく、市のスポーツ競技団体や学校体育施設開放利用団体（夜間休日における小・中

学校の体育施設利用団体）を対象として、人材バンクへの登録を働きかけた。

②指導者の質の保証としては、事前の資格保有とした場合、指導者掘起しのハードルが高くなることが懸念されたことから、採用後、地域クラブ配

置前に研修を実施することについて方法・内容について検討を行った。

取組事項

①教職課程履修中の生徒や大学サークル代表者会議等において、実際に人材バンクの登録チラシを配付。短

期間で20人以上の学生が登録。うち１人が実際に部活動指導員として３月からの活動を開始している。

・地域のスポーツ愛好者等については、競技団体代表への登録チラシの配布や呼びかけを行っているが実際の登

録者数の増加といった明確な効果は出ていない。

②日本サッカー協会（JFA）のコーチング理論研修を、地域指導者が受講可能となるよう、市とJFAの包括連

携協定における具体的な取り組み項目として位置付けることができた。（実際の研修は令和６年度を予定）

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

①教職課程を履修する学生だけでなく、大学の部活動・サークルなどで現在もスポー

ツや文化芸術活動に親しんでいる学生をターゲットとすべく、部活動・サークル活動が

盛んな大学をターゲットとした。スポーツ専門学校では、将来スポーツトレーナーを目

指している学生を特にターゲットとした。

②JFAとは、当初指導者派遣や、中学生が集まっての練習会なども案が出たが、継

続性や地理的な面からも全市的な効果や継続性が困難であるとの課題から、指導

者に対する研修を提供してもらうことで、効果を最大限にすることをはかった。

特に
工夫した
事項

千葉県地域クラブ活動等指
導者人材バンクにおいて市
からの呼びかけにより登録し
た学生数
20名／214名（2月18日
時点）
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

①教職課程を履修する学生だけでなく、大学の部活動・サークルなどで現在もスポー

ツや文化芸術活動に親しんでいる学生をターゲットとすべく、部活動・サークル活動が

盛んな大学をターゲットとした。スポーツ専門学校では、将来スポーツトレーナーを目

指している学生を特にターゲットとした。

・市内競技団体へは、市スポーツ協会と連携し各団体代表者を対象とした説明会

の実施、学校体育施設開放利用団体については、所管する首長部局スポーツ振

興課と連携し、次年度利用登録に併せて周知を実施するなど、各方面と連携し実

施した。

特に
工夫した
事項

②JFAとは、当初指導者派遣や、中学生が集まっての練習会なども案が出たが、継続性や地理的な面からも全市的な効果や継続性が困難

であるとの課題から、指導者に対する研修を提供してもらうことで、効果を最大限にすることを図った。

①大学生は入学から卒業までの４年間という短期間での従事になるため、個人の

継続性を確保することが難しい。このため、部活動・サークル単位で指導員を特定の

地域クラブに指導者を輩出する仕組みを作ることで、継続性の確保が可能か検証を

進めていく。

学校体育施設開放利用団体や地域のスポーツ愛好家については、人材バンクの登

録者数が増えていない。HPやチラシの配布などを通じて「地域の子供たちは、学校を

含めた地域で育てる」の意識を浸透させ、理解を深めていく。また、保護者アンケート

などを通じての指導者確保も併せて実施する。

②将来的な指導者数は、600人以上を見込んでいるため、全員の受講が単年度

で可能か、恒久的な方策が可能かなど、検討・調整が必要。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：オ：内容の充実

部員数の減少、顧問の専門性が無いなどの理由により、単独では充実した活動ができない部活動を対象として、近隣の複数校の部活をまとめて

地域クラブとして実証事業に参加し、専門性を有する指導者を派遣するとともに、一定規模の人数を確保することで、内容及び質の充実を図る。

特に、柔道や剣道など、地域ですでに柔道道場や剣友会などとして活動している団体と連携し、専門性を有する人材を、多く確保できないか、検

証を図った。

取組事項

①地理的に近いA中学校とB中学校の野球部が合同チームとして実証事業に参

加。部員数はそれぞれ5人と7人であったが、合計12人となり試合に出場できる

ようになった。休日だけではなく、平日の部活動においても合同練習を行うようにな

り、練習が充実するようになった。事業開始3か月経過後の令和6年1月の試合

では、試合には負けたものの、フライに関する失策が０になるなど、成長の跡が見

られた。また、生徒からは「走塁が上手くできるようになった、モチベーションがアッ

プした」といった高い満足度の感想が、保護者からも「専門的な指導が受けられ、

子供の技術向上が見られた。実証事業終了後も、保護者が謝礼を支払ってで

も引き続き指導をしてほしい」といった想定以上の高評価を得ることができた。

（最終日には、保護者7人が活動の様子を見学に来た）

②地域の柔道道場・剣友会と連携した取組みでは、派遣を依頼した人数以上

の指導者がボランティアとして参加いただいた。柔道では、1人の派遣依頼に対し

て、毎回３～４人が指導に参加いただいた。なお、剣道も同様の状況であった。

また、専門性のある指導者が複数配置できたことで、怪我が心配される武道で

あっても、安全に活動を行うことができた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

① ② ③
①の指導者以
外にも、②及び
③の指導者が
自発的に指導
に従事

実証事業最終
日には多くの保
護者が見学。
事業の継続性
を強く訴えてい
た。
矢印の箇所は
活動の様子を
見守る保護者
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：オ：内容の充実

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今回の元教員は統括アドバイザーの人脈により発掘したものであるが、今後指導者の量を確保するためには、人脈以外のルートも確保する必要

がある。そのため、市退職校長会などと連携し、同会広報誌に記事を掲載するなどし、元教員のベテラン指導者の掘起しを図る。

また、柔道・剣道に関しては、今回依頼した道場・剣友会が地域移行に協力的かつ人的リソースに余裕もあり、指導者の輩出も可能であったが、

全ての団体が協力的か、指導可能な人的リソースに余裕があるか不明である。そのため、市内柔道道場や剣友会と個別のヒアリングなどを実施

し、実態を把握していく。

生徒からは内容が充実したという感想があった一方で、剣道に関しては、練習場所の関係で活動場所を１つの学校で固定して実施せざるを得

ず、そのため自分の学校での活動をもっと行いたかったという声や、新1年生への影響を懸念する生徒の声もあがった。今後は、生徒の様子に応

じて、数回程度、それぞれの学校に分かれて活動を行うなど、満足度の向上を図り、検証を重ねる。

今後の
課題と
対応方針

①野球については、元市小中体連会長で長年野球部の顧問を行っていた元教員をメインの指導者、青少年育成委員、また軟式野球出

身の元高校球児の青年の３人で配置することで、元教員の長年の顧問経験や青少年育成委員など子どもとの接し方に熟知している方を採

用するとともに、生徒と年齢層が近い若い指導者など、多様な人材を配置し生徒にとって顧問以外の指導者からの指導を受けることについて

心理的なハードルが低くなるよう心掛けた。

②柔道・剣道については、実証事業参加学校の付近で道場を開設している柔道道場・剣友会と連携し、指導者派遣を依頼した。道場・剣

友会に依頼することで、個人に依頼するよりも、心理的なハードルが低くなることが期待できる（複数指導者がいることで、特定の個人の日

程に左右されることが少なくなり、日程調整が比較的容易となる）とともに、道場等の方針のもとで活動している指導者同士であることで、個

人が変わっても指導方針の一貫性・継続性の確保も図ることができた。

特に
工夫した
事項
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：キ：学校施設の活用等

①本市では、学校体育施設開放利用事業において、学校施設の活用が図られており、学校職員が不在時でも体育館などの利用が可能な仕

組みが構築されている。本事業においても、本仕組みを活用し、地域クラブ運営事業者・地域指導者に対して、鍵・機械警備の使用を可能とす

ることとした。

②活動日については、部活動顧問と運営事業者・地域指導者が直接連携を取り、学校の都合と指導者側の都合をすり合わせながら実施した。

取組事項

①既存の鍵管理の仕組みを流用したことで、鍵・機械警備に関する追加費用は発生することなく、事業を遂行できた。

②学校の日程を地域クラブ側も把握できたことで、グラウンド状態によって活動場所・時間の変更なども他の部活動とバッティングすることなく、問

題なく実施できた。
取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

①学校体育施設開放利用団体と同じキーボックスを使うことで、学校側の新たな手間を増やすことなく対応できた。

②学校と運営事業者が直接連絡を取る体制として、急な日程変更でも対応できるように、柔軟な仕組みとした。

特に
工夫した
事項

今回の実証事業では、活動場所が重なる活動は無かったため学校側の都合に合わせて地域クラブ活動を行うこととなったため、学校側の負担

軽減を図ることができなかった。そのため、今後は一校すべての部活動について実証事業を行うなどの対応を取り、負担軽減を図るとともに、日程

調整の仕方についても検証を図っていく。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ク：その他の取組

学校現場の理解を図るため、校長会・教頭会、小中体連専門部委員長に対して、地域移行に関する具体的な取組み内容・進捗状況を個

別に説明を実施した。また、個々の教職員への理解を図ることができるよう、資料提供を行った。
取組事項

令和6年度の実証事業の参加部活動を募集したところ、６０部

（運動部５４部、文化部６部）の募集枠に対して、４３校１

４７部（運動部１３１部、文化部１６部）からの応募があっ

た。
取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

校長会・教頭会での説明については、それぞれの役職に求められる役割から、説明内容を変えた。また、集合研修やまとまった時間を取ることが

難しい一般教職員向けの資料として、校長会・教頭会で使用した資料（パワーポイント）を元に、簡素にしたものを作成。そのうえで、校長会

等で口頭で説明した内容をパソコンで自動で読み上げられるように工夫し、教員一人一人の理解がより深まるような仕組みを作った。

特に
工夫した
事項

改革推進期間終了後の令和8年度からの休日の部活動の完全地域移行に向けて、令和6年度は60部活程度、7年度は54校で2以上の部

活道での地域クラブ移行を計画しているため、さらなる理解を求める必要がある。

今後は、より理解しやすい資料を用意するとともに、活動風景や生徒・保護者、教職員の感想などを実証事業のアンケート結果などを元に説明

を行う。

今後の
課題と
対応方針

申込状況

令和５年度 令和６年度

運動部 ２１ １３１

文化部 ３ １６

合計 ２４ １４７

申し込み学校数 １３ ４３

申し込んでいない学校数 ４１ １１
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

図、グラフ、文章での説明等

【実証事業実施前の保護者アンケート】【部活動地域移行推進協議会資料（事前アンケート自由記述部分）】

図、グラフ、文章での説明等

様式名 千葉市立中学校部活動地域クラブ移行実証事業アンケート（保護者）
集計期間
回答数

単純集計項目 問２　お子さんの学年をお答えください。
回答 2年生
回答数 94

単純集計項目 問３　お子様の部活の種目をお答えください。
回答 サッカー バレーボール バスケットボール 卓球
回答数 12 8 3 77
回答 剣道 柔道 吹奏楽
回答数 12 8 3

単純集計項目 問４　部活動の地域クラブ移行の認知度について伺います。

回答
聞いたことがあるが、
詳細は知らない。

聞いたことが無い。今
回、初めて聞いた。

回答数 63 19

単純集計項目 問５　部活動の取組みについての意識について伺います。

回答
市大会などで上位入
賞できるように頑張っ

てほしい。

友達と楽しく活動する
ことが大事で、大会の
成績はあまり気にして
いないでほしい。

子どもの自主性に任せ
ている。

その他

回答数 31 56 69 8

単純集計項目 問６　地域クラブ活動に参加することへの意識をお伺いします。

回答

指導者が民間事業者
から派遣されるので安
心だ。

指導者が民間事業者
から派遣されるので不
安だ。

専門的な指導を受けら
れるから楽しみだ

他校の生徒と一緒に
活動するから楽しみ
だ。（合同校のみ）

回答数 18 14 106 20

回答
特に無し・いつもと変わ
らない。 その他

回答数 20 12

単純集計項目 問７　将来的な費用負担についてお伺いします。

回答 ２，０００円程度 ４，０００円程度 ６，０００円程度 ８，０００円程度
１０，０００円以上

でも可

無償が望ましい・
費用負担はでき

ない

回答数 40 12 4 2 2 45

バドミントン
12

他校の生徒と一緒に活動
するから不安だ。（合同校

5

53

76

県大会など上位大会に出
場できるように頑張ってほ

しい。

23

指導者が顧問の先生でな
くなることが不安だ。

43

１，０００円程度

158

1年生

64

野球
5

聞いたことがあり、内容も
知っている。
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

【校長会・教頭会等で使用した説明資料】 【学校体育施設開放利用団体を対象としたアンケート】

図、グラフ、文章での説明等
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

図、グラフ、文章での説明等

【学生を対象とした指導者募集のチラシ】
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【地域で柔道場で指導している者と、当該校の部活動顧問のうち一人を兼職兼
業により地域指導者として配置。生徒は２校から集まり活動。】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【元教員で長年野球部顧問をしていた者などを配置。生徒は２校から集まり活動。
活動開始から部員増などの効果も出ている。】

【バドミントン部の保護者を指導者として配置。他の保護者も協力体制を取ってい
る。なお、当該保護者は、平日もボランティアで部活動を支援を行っている】

【中・高とバレー部での経験がある者を指導者として配置】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

地域移行に関す

る検討開始
モデル事業を開始

教育委員会内に

部活動地域移行

担当課長設置

推進協議会設置

実証事業を開始

指導者の掘起し

市民の理解促進

休日の部活動の

完全地域移行

●令和３年度は、教育委員会保健体育課に

おいて、地域移行モデル事業として地域のアス

リートクラブと連携して、近隣中学校陸上部の指

導を依頼

●当初計画では、上記アスリートクラブを中心と

して、バレーボールなどの多種目の総合型地域ス

ポーツクラブの設立も計画していたが、受け皿づく

り・指導者確保に課題が残り、最終的には上記

アスリートクラブとの連携で、陸上部のみ実証事

業の参加のみとなった。

●コロナ禍での実施であったことで、保護者・学

校へは書面を中心とした説明であり、保護者・

学校の十分な理解が得られず、開始時期が、

大幅に遅れ、さらにコロナ禍のため実施回数も3

回にとどまった。

●アスリートクラブは、中学校近隣の大規模公

園で活動を行っており、アスリートクラブの活動に

生徒が加わる方式を取り、移動負担も最小限

に抑えることができた。また、元教員が運営するこ

とから、生徒等も違和感なく指導を受け入れた。

令和3年～４年度 令和５年度 令和８年度

●令和4年度も、引き続き保健体育課が中心と

なり地域移行の検討を実施。指導者・受け皿な

どの掘起しなどを行うため、教育委員会事務局

（学校教育部）と市長部局（生活文化スポー

ツ部）が連携し検討を開始。両部の部長・課長

が参加する部活動地域移行検討委員会の設置、

担当者が参加するワーキンググループにより具体

的な検討を開始した。

●外部の有識者を含めた部活動地域移行推進

協議会の設置に向けて取組みを開始。

●モデル事業では、前年度実施のアスリートクラブ

に加え、プロサッカーチーム、民間事業者など様々

な事業者と連携し、実施。（陸上のほか、野球・

バドミントン・サッカーでモデル事業を実施）

●庁内での役割分担（主体となって検討する部

署が、部活動を所管する教育委員会か、地域ス

ポーツ・文化芸術を所管する市長部局）について、

議論が長引き、所管決定に時間がかかった。

●令和5年度に教育委員会保健体育課内に

部活動地域移行担当課長（行政職）を設置

し、教育委員会が主体で検討を開始することと

なった。

●部活動地域移行推進協議会を設置し、本

市にふさわしい地域移行の検討を開始。（年３

回程度）

●部活動地域移行担当課長を中心に、保健

体育課内に専任職員（２名、統括コーディ

ネーター１名）を配置し、市長部局と連携を

図りながら検討を実施した。

●主体が決定したことで、市長部局との連携が

スムーズとなり、地域団体等へのアンケートも実

施することができた。

●地域移行専任の職ができたことで、部活動改

革と地域移行は別々の取組みとの意識が生ま

れてしまい、既存部活動の改革との連携が取り

づらくなってしまうなどの弊害が出てしまった。今後

は、連携を密にしていく。
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

休
日
の
部
活
動

地
域
移
行
に
関
す
る
取
組
み
内
容

・地域移行の実証事

業「運動部(12)・文

化部(3)の15拠点」を

対象とする実証事業

・地域移行の対象校

を拡大し、30拠点

（60部活動）程度で

実証事業を実施

・すべての中学校

（54校）で、複数部

活の実証事業を実施

休日部活動

完全地域移行

R7年度までに、市全域で地域クラブを運営できる体制を構築し、R8年度夏ごろからの休日の部活動の
完全地域移行を目指す。
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